
北海道における⼦どもの住意識向上の取組み

北海道⽴総合研究機構 北⽅建築総合研究所
⾺場 ⿇⾐

●事 業 ⽬ 的●

明⽇の住まい⼿・作り⼿となるである⼦どもを対象として住まいに関する意識を育むこと。そのため
に、学校や地域における住まいづくり学習、まちづくり学習等の活動を⽀援する。

⼦どもの住意識向上を総合的に進めることにより、⽇頃から住まいの重要性を認識することので
きる“⼈” の確保、育成を図る 。

【資料4】

事業の経緯

＜問題意識＞
住宅の性能が向上しても、住まい⼿の意識が変わらないと住環境はよくならない

授業⽀援や中⾼の住教育実態調査から
建築分野の専⾨家からみた住教育プログラムの必要性が明らかとなる（H8年度〜）

住まいとまちの体験学習プログラム「ただいま」の発⾏（H13年度）

⼈材の育成住教育の⽀援プログラムの普及
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事業概要

事業費：北海道建設部住宅局建築指導課からの事業委託
年間約100万円（H15年〜H25年）

住教育実践のための
⼈材育成住教育実施の⽀援

住教育プログラムの
開発・普及

・家庭科教員対象の「住居領域学
習研修会」の開催
・地域の専⾨家向けの住教育実践
⽅法などに関する研修会の実施

・学校や地域に対する住教育実践の⽀援
–出張講座–

・住教育教材の貸し出しおよび資料提供

・住教育プログラム集および北海道
版の住教育教材の開発と作成

・出張講座 ・・・ ⼩・中・⾼校における授業⽀援

・授業案指導 ・・・ 教員からの個別相談

・講師派遣 ・・・ ⾃主的研修会等における講義

●ねらい●
・住教育の普及
・さらなるニーズの掘り起こし

住教育実施の⽀援・普及 －出張講座－

住居領域学習研修会の開催へ
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住教育プログラムの開発・普及
●テキスト●
住まいとまちの学習プログラム「ただいま」
住まいとまちの学習プログラム２
「北海道の 住まい まち 暮らし」

●教 材●
北⽅型住宅ペーパークラフトなど

※希望する学校に無償配布
HPにPDFで公開

（ http://www.hri.pref.hokkaido.jp/provide/gijutu.html ）

住教育プログラム「北海道の 住まい まち 暮らし」
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住教育プログラム「北海道の 住まい まち 暮らし」

住教育実践のための⼈材育成「住居領域学習研修会」

実 績：延べ18回開催、述べ503名受講 （道内⼩中⾼等学校 約2000校）

講師例；専⾨家（住まい・環境教育学会）、道内⼤学教員、
研修会受講者（現場教員）など

内容例；「⾃⽴⽣活のための住居学習」
「ペーパークラフトを活⽤した住居領域学習」
「結露発⽣のしくみ、保温箱実験」
「あなたならどうやって選ぶ？－住宅の⽴地や敷地を考える－」
「暮らしと景観 ー住宅地の街並み景観を考えるー」

中学⽣向けの課題に挑戦 ペーパークラフトの活⽤ 受講者（現場教員）の講義 街並み景観の⾊彩を学ぶ
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講義内容例「⾃⽴⽣活のための住居学習」
• 指導案による模擬授業

– すぐに使えるものが求められる

• ⾼校⽣にとっても⾝近なテーマ

住居単価積算表 生活収支計算表

単価

（円） ■収入

基礎 住宅基本料金 17,000 1 17,000 暖房、ガス、照明など 基本給、手当 152,000 円

住宅 住宅面積 1,000 ㎡ 全体 税金、保険料 △ 21,000 円

築年数 △ 400 年 最大１５年

居住階数 760 階 手取額 131,000 円

駅までの距離（徒歩） △ 400 分 最大１５分

駅までの距離（バス） △ 700 分 最大１５分 ■消費支出内訳

付加 トイレ 600 有 ①食物費 38,000 円 外食も含む

浴室 2,000 有 ②被服費 円

バストイレ別 1,000 バストイレが一緒の場合は0円 ③住居費 円

収納 100 ㎡ ④光熱費、水道費 9,700 円 電気、ガス、灯油等

洗面台 500 有 ⑤衛生費 4,500 円 洗剤、薬代等

シャンプードレッサー 1,000 有 ⑥教養娯楽費 円 電話、新聞代、受信料等

オール電化 1,200 有 ⑦交際費 円 冠婚葬祭等

フローリング 400 有 ⑧交通費 円

南向き 400 有 ⑨その他（小遣い） 円

バルコニー 800 有 ⑩預貯金 円

出窓 400 箇所

エレベーター 900 有 ①+④+⑤＝ 52,200 円

オートロック 500 有

ＣＡＴＶ 800 有 支出合計 円

合計 円

備考項目 単位 金額数量

指導案

住居単価積算表 ⽣活収⽀計算表

現在の事業展開
＜直営で実施＞

＜⼈材育成＞

単発では、効果が広がらない

・先⽣に理解してもらうことで、
本事業の波及効果が得られる
・継続することで、さらに効果が広がる

＜ネットワークの拡⼤＞

（⼀社）北海道建築⼠会HP（http://h-ab.com/）より

・建築⼠会のネットワークにより、全道での普及効果
の拡⼤へ（H25~）

建築⼠会と⾏政の連携により、
⼦どもの住意識向上の取組みを進めている
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北海道の経験から
（1）住教育の⽀援

住教育⽀援については、既に今年度から本事業において北海道建築⼠会⼥性委員会により⾼等学校家庭科にお
ける住教育⽀援が⾏われている。これまでの本事業では、年間数件の出張講座や講師派遣を⾏うにとどまっていたが、
建築⼠会のように全道にネットワークがあれば、例えば振興局単位で地域の建築⼠が授業⽀援を⾏うことが可能とな
り、普及効果の増加が⾒込まれる。

（2）⼈材育成
⼀⽅で、専⾨家の⽀援にはやはり限界があり、現場の教員が育成されることでより普及効果や⼦どもの住意識向上

が図られると考えられる。将来的には建築⼠会⼥性委員会においても、教員を育成するような体制づくりが求められる。
また、既に道内には、北海道⽴教育研究所や住まい・環境教育学会による住教育に関する研修会が⾏われており、そ
れらへの参加の呼びかけ等も有効である。

（3）住教育プログラム
教員からは、授業ですぐに活⽤できる指導案や教材が求められている。本報告書で紹介した住教育プログラムを例

えばウェブ上などで誰もが使えるように公開することで、更なる住教育の効果が得られると考えられる。
そのためには、情報をブラッシュアップし現代の住宅事情に適するものとする、学習展開例と指導案を整備し、PPT資

料や教材等の使い⽅の説明が必要である。
（4）まとめ

北海道は、全国に先⽴って住教育に取り組んでいる⾃治体であり、これまでも多くの⾃治体や専⾨家からの視察・ヒ
アリング調査を受けている。その影響もあり、近年では⾏政が住教育⽀援に取り組む事例も増えてきている。
住教育は、結果の出にくい取組みではあるが、将来的には住まいの⼤切さを認識できる⼈を育むことにつながると

考えられるため、⻑い年⽉に渡り継続して⾏うことが望まれる。
（平成25年度道受託事業報告書より抜粋）

北海道での経験から

●ターゲットはどこか、どうアプローチするか●

家庭学習 地域での学習 学校教育

●担い⼿は誰か●

⾏政・
教育委員会 その他建築⼠会などの

専⾨家団体

●事業費はどうするか●

⾏政による
予算確保

稼ぐことのでき
る仕組みづくり

費⽤がかからな
い⼯夫
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